
吸収合併に係る事後開示書類 

（会社法第 801条第 1項および会社法施行規則第 200条に基づく書面） 
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１．本合併が効力を生じた日 

 

2024年３月１日 

 

２．吸収合併消滅会社における事項 

（１） 本合併をやめることの請求に係る手続の経過 

 

株式会社フェリシモ（以下「当社」といいます。）は、吸収合併消滅会社である株式会

社 cd.（以下「cd.」といいます。）との間で締結した 2024年１月 25日付吸収合併契約書

に基づき、2024年３月１日を効力発生日として、cd.を吸収合併（以下「本合併」といい

ます。）することを決定いたしました。 

cd.は当社の完全子会社であったため、会社法第 784条の２に基づく株主からの本合併

をやめることの請求にかかる手続について、該当事項はありません。 

 

（２） 反対株主の株式買取請求にかかる手続の経過 

 

cd.は当社の完全子会社であったため、会社法第 785条に基づく反対株主の株式買取請

求の手続について、該当事項はありません。 

 

（３） 新株予約権買取請求にかかる手続の経過 

 

cd.は新株予約権を発行していなかったため、会社法第 787条に基づく新株予約権買取

請求にかかる手続について、該当事項はありません。 

 

（４） 債権者異議手続の経過 

 

cd.は会社法第 789条第２項および第３項の規定に基づき、2024年１月 26日付の官報

へ合併公告を掲載するとともに、同条第１項第１号に掲げる債権者に対し本合併に関す

る異議申述の個別催告を行いましたが、異議申述期限までに債権者からの異議の申し出

はありませんでした。 

 

３．吸収合併存続会社における事項 

（１） 本合併をやめることの請求にかかる手続の経過 

 

本合併は会社法第 796 条第２項本文の規定に基づく簡易合併であり、該当事項はあり

ません。 



 

（２） 反対株主の株式買取請求に係る手続の経過 

 

本合併は会社法第 796 条第２項本文の規定に基づく簡易合併であり、該当事項はあり

ません。 

 

（３） 債権者異議手続の経過 

 

当社は会社法第 799条第２項および第３項の規定に基づき、2024年１月 26日付の官

報および電子公告において、同条第１項第１号に掲げる債権者に対し、本合併に関する異

議申述の公告を行いましたが、異議申述期限までに債権者からの異議の申し出はありま

せんでした。 

 

４．吸収合併により吸収合併存続会社が吸収合併消滅会社から承継した重要な権利義務に 

関する事項 

 

当社は本合併の効力発生日をもって、cd.の資産、負債およびその他の権利義務の一切

を承継しました。 

 

５．会社法第 782条第１項の規定により吸収合併消滅会社が備え置いた書面または電磁的 

記録に記載または記録がされた事項 

 

別紙のとおりです。 

 

６．吸収合併による変更登記をした日 

 

2024年３月４日（予定） 

 

７．上記に掲げるもののほか、本合併に関する重要な事項 

 

該当事項はありません。 

 

以上 



吸収合併に係る事前開示書類 

（会社法第 794条第１項および会社法施行規則第 191条に基づく書面） 

（簡易吸収合併） 

2024年１月 25日 

株式会社フェリシモ 

別 紙



１．吸収合併契約の内容 

 

2024 年１月 25日付吸収合併契約書の内容は、別紙１のとおりです。 

 

２．合併対価の相当性に関する事項 

 

株式会社フェリシモ（以下「当社」といいます。）は、吸収合併消滅会社である株式会

社 cd.（以下「cd.」といいます。）との間で締結した 2024年１月 25日付吸収合併契約書

に基づき、2024年３月１日を効力発生日として、cd.を吸収合併（以下「本合併」といい

ます。）することを決定いたしました。 

当社は cd.の発行済株式の全部を保有しているため、本合併に際し、株式その他の金銭

等の合併対価の交付は行いません。 

 

３．新株予約権の対価の定めの相当性に関する事項 

 

該当事項はありません。 

 

４．吸収合併消滅会社に関する事項 

（１） 最終事業年度に係る計算書類等 

 

最終事業年度の cd.の計算書類は別紙２のとおりです。 

 

（２）最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負担その他の会社財

産の状況に重要な影響を与える事象の内容 

 

本合併以外に、該当事項はありません。 

 

５．吸収合併存続会社における最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な 

債務の負担その他の会社財産の状況に重要な影響を与える事象の内容 

 

該当事項はありません。 

 

６．吸収合併が効力を生ずる日以後における吸収合併存続会社の債務の履行の見込みに関 

する事項 

 

本合併効力発生後の当社の資産の額は、債務の額を十分に上回ることが見込まれます。



また、本合併後の当社の収益状況及びキャッシュ・フローの状況について、債務の履行に

支障を及ぼすような事態は現在のところ予測されておりません。従いまして、本合併後に

おける当社の債務について履行の見込みがあるものと判断いたします。 

 

以上 



別紙１













個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

(1) 固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産 定額法

② 無形固定資産 定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内に

おける利用可能期間（５年）に基づいております。

(2) 引当金の計上基準

        賞与引当金 従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額の当事業年度負担額を計上してお

ります。

(3) その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

        消費税等の会計処理  税抜方式によっております。

２．貸借対照表に関する注記

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 350 千円

(2) 関係会社に対する金銭債権、債務は次のとおりであります。

短期金銭債権 10,414 千円

短期金銭債務 18,097 千円

３．損益計算書に関する注記

     関係会社との取引高

仕入高 1,206 千円

販売費及び一般管理費 60,999 千円

４．株主資本等変動計算書に関する注記

期末発行済株式数 1,000 株

５．一株当たり情報に関する注記

(1)  一株当たり純資産額 237,399.59 円

(2) 一株当たり当期純損失 115,606.61 円




